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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　受信手段、及び、前記受信手段が受信した受信信号に復調処理を施す復調手段を構成す
る複数の回路部品と、
　前記回路部品に電力を供給する供給手段と、
　前記受信信号の伝送経路上で発生したノイズによる誤差を補正する補正手段と、
　前記補正手段が誤差を補正した後の信号に含まれる補正ノイズの量を示す値を算出する
算出手段と、
　前記算出手段が前記補正ノイズの量を示す値を算出した後の信号に誤り訂正処理を施す
誤り訂正手段と、
　前記補正ノイズが所定の基準量以下になったことを前記算出手段が算出した算出値が示
した場合に、前記補正ノイズが前記所定の基準量以下になったことを当該算出値が示した
後の所定の期間内に前記算出手段が繰り返し算出した前記算出値に基づいて、当該所定の
期間における前記受信信号の受信状況が良好か否かを判定する判定手段と、
　前記受信状況が良好であると前記判定手段が判定した場合に、前記供給手段が前記回路
部品に供給する電力を低減する低減手段とを備えており、
　前記補正手段が、前記受信信号列に含まれる各単位信号に波形等化処理を施す波形等化
手段を有しており、
　前記算出手段が、前記補正ノイズの量を示す値として、前記波形等化手段が施した波形
等化処理に関するＭＥＲ（Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　Ｅｒｒｏｒ　Ｒａｔｉｏ）を算出する
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ことを特徴とするデジタル復調装置。
【請求項２】
　前記受信信号が、所定の長さを有する複数の単位信号が連なった信号列からなり、
　前記補正手段が、前記信号列の伝送経路上で発生したノイズによる誤差を前記単位信号
ごとに補正し、
　前記算出手段が、複数の前記単位信号に関して前記補正手段が補正した補正量に基づい
て、当該複数の単位信号に関する前記補正ノイズの量を示す値の平均値を算出し、
　前記判定手段が、前記補正ノイズが前記所定の基準量以下になったことを前記算出手段
が算出した前記平均値が示した場合に、前記補正ノイズが前記所定の基準量以下になった
ことを当該平均値が示した後の所定の期間内に前記算出手段が繰り返し算出した前記平均
値に基づいて、当該所定の期間における前記受信信号の受信状況が良好か否かを判定する
ことを特徴とする請求項１に記載のデジタル復調装置。
【請求項３】
　前記判定手段が、
　前記所定の期間内に前記算出手段が繰り返し算出した前記平均値がいずれも前記補正ノ
イズが前記所定の基準量以下であることを示した場合に、当該所定の期間における前記受
信信号の受信状況が良好であると判定することを特徴とする請求項２に記載のデジタル復
調装置。
【請求項４】
　受信手段、及び、前記受信手段が受信した受信信号に復調処理を施す復調手段を構成す
る複数の回路部品と、
　前記回路部品に電力を供給する供給手段と、
　前記受信信号の伝送経路上で発生したノイズによる誤差を補正する補正手段と、
　前記補正手段が誤差を補正した後の信号に含まれる補正ノイズの量を示す値を算出する
算出手段と、
　前記補正ノイズが所定の基準量以下になったことを前記算出手段が算出した算出値が示
した場合に、前記補正ノイズが前記所定の基準量以下になったことを当該算出値が示した
後の所定の期間内に前記算出手段が繰り返し算出した前記算出値に基づいて、当該所定の
期間における前記受信信号の受信状況が良好か否かを判定する判定手段と、
　前記受信状況が良好であると前記判定手段が判定した場合に、前記供給手段が前記回路
部品に供給する電力を低減する低減手段とを備えており、
　前記判定手段が、
　前記所定の期間内に前記算出手段が繰り返し算出した前記算出値全体の分散と前記補正
ノイズが前記所定の基準量以下であることを示す値との関係に基づいて、前記受信状況が
良好であるか否かを判定することを特徴とするデジタル復調装置。
【請求項５】
　前記補正手段が、前記受信信号列に含まれる各単位信号に波形等化処理を施す波形等化
手段を有しており、
　前記算出手段が、前記補正ノイズの量を示す値として、前記波形等化手段が施した波形
等化処理に関するＭＥＲ（Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　Ｅｒｒｏｒ　Ｒａｔｉｏ）を算出する
ことを特徴とする請求項４に記載のデジタル復調装置。
【請求項６】
　受信手段、及び、前記受信手段が受信した受信信号に復調処理を施す復調手段を構成す
る複数の回路部品と、前記回路部品に電力を供給する供給手段とを有するデジタル復調装
置の制御方法であって、
　前記受信信号の伝送経路上で発生したノイズによる誤差を補正する補正ステップと、
　前記補正ステップで誤差を補正した後の信号に含まれる補正ノイズの量を示す値を算出
する算出ステップと、
　前記算出ステップで前記補正ノイズの量を示す値を算出した後の信号に誤り訂正処理を
施す誤り訂正ステップと、
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　前記補正ノイズが所定の基準量以下になったことを前記算出ステップの算出値が示した
場合に、前記補正ノイズが前記所定の基準量以下になったことを、当該算出値が示した後
の所定の期間内に前記算出ステップで繰り返し算出した前記算出値に基づいて、当該所定
の期間における前記受信信号の受信状況が良好か否かを判定する判定ステップと、
　前記受信状況が良好であると前記判定ステップで判定した場合に、前記供給手段が前記
回路部品に供給する電力を低減する低減ステップとを備えており、
　前記補正ステップにおいて、前記受信信号列に含まれる各単位信号に波形等化処理を施
し、
　前記算出ステップにおいて、前記補正ノイズの量を示す値として、前記波形等化ステッ
プで施した波形等化処理に関するＭＥＲ（Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　Ｅｒｒｏｒ　Ｒａｔｉ
ｏ）を算出することを特徴とするデジタル復調装置の制御方法。
【請求項７】
　受信手段、及び、前記受信手段が受信した受信信号に復調処理を施す復調手段を構成す
る複数の回路部品と、前記回路部品に電力を供給する供給手段とを有するデジタル復調装
置の制御方法であって、
　前記受信信号の伝送経路上で発生したノイズによる誤差を補正する補正ステップと、
　前記補正ステップで誤差を補正した後の信号に含まれる補正ノイズの量を示す値を算出
する算出ステップと、
　前記補正ノイズが所定の基準量以下になったことを前記算出ステップの算出値が示した
場合に、前記補正ノイズが前記所定の基準量以下になったことを、当該算出値が示した後
の所定の期間内に前記算出ステップで繰り返し算出した前記算出値に基づいて、当該所定
の期間における前記受信信号の受信状況が良好か否かを判定する判定ステップと、
　前記受信状況が良好であると前記判定ステップで判定した場合に、前記供給手段が前記
回路部品に供給する電力を低減する低減ステップとを備えており、
　前記判定ステップにおいて、
　前記所定の期間内に前記算出ステップで繰り返し算出した前記算出値全体の分散と前記
補正ノイズが前記所定の基準量以下であることを示す値との関係に基づいて、前記受信状
況が良好であるか否かを判定することを特徴とするデジタル復調装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はデジタル復調装置及びその制御方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　変調されたデジタル信号を受信して復調する装置において、正確な復調信号を取得する
ためには回路部品への供給電力をある程度の大きさに確保しなければならない。必要な供
給電力の大きさは信号の受信状況に応じて異なる。例えばある回路部品において、受信状
況が良好でない場合には供給電力を大きくしなければならないが、受信状況が良好な場合
には供給電力をそれほど大きくする必要はない。そこで、消費電力を低減するために、信
号の受信状況に応じて回路部品への供給電力を調整することが考えられる。
【０００３】
　特許文献１の装置は、ＴＶ放送を受信し、その受信信号を復調して音声や映像を再生す
るものである。この装置は受信状況に応じて回路部品への供給電力を調整する。具体的に
は、信号の受信レベルが閾値以下になったときには信号の受信部への電力供給を停止し、
受信レベルが閾値を超えたときには電力供給を再開する。これによると、受信レベルが極
端に悪いときには電力供給が停止されるので、消費電力が削減される。
【０００４】
【特許文献１】特開２００５－３３６７１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００５】
　しかし、特許文献１は、受信レベルが閾値以下になるとすぐに電力供給を停止したり、
受信レベルが閾値を超えるとすぐに電力供給を開始したりする。このような構成によると
、受信状況の単なる一時的な変化に応じて電力供給を停止又は開始するおそれがある。例
えば、閾値以下の状態から受信レベルが一時的に上昇して閾値を超え、その後すぐに閾値
以下に戻る場合に、受信レベルの一時的な上昇に応じて電力供給を再開してしまい、その
後受信レベルが閾値以下に戻って受信状況が悪化しても依然として電力が供給されている
、という事態が生じ得る。したがって、特許文献１のように受信状況が変化するとすぐに
供給する電力を変更する構成によると、受信状況の変化に応じた電力供給の制御が適切に
なされない。
【０００６】
　本発明の目的は、一時的な変化を含む受信状況の変化に応じて適切に電力を供給するこ
とが可能なデジタル復調装置及びその制御方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段及び効果】
【０００７】
　本発明のデジタル復調装置は、受信手段、及び、前記受信手段が受信した受信信号に復
調処理を施す復調手段を構成する複数の回路部品と、前記回路部品に電力を供給する供給
手段と、前記受信信号の伝送経路上で発生したノイズによる誤差を補正する補正手段と、
前記補正手段が誤差を補正した後の信号に含まれる補正ノイズの量を示す値を算出する算
出手段と、前記算出手段が前記補正ノイズの量を示す値を算出した後の信号に誤り訂正処
理を施す誤り訂正手段と、前記補正ノイズが所定の基準量以下になったことを前記算出手
段が算出した算出値が示した場合に、前記補正ノイズが前記所定の基準量以下になったこ
とを当該算出値が示した後の所定の期間内に前記算出手段が繰り返し算出した前記算出値
に基づいて、当該所定の期間における前記受信信号の受信状況が良好か否かを判定する判
定手段と、前記受信状況が良好であると前記判定手段が判定した場合に、前記供給手段が
前記回路部品に供給する電力を低減する低減手段とを備えており、前記補正手段が、前記
受信信号列に含まれる各単位信号に波形等化処理を施す波形等化手段を有しており、前記
算出手段が、前記補正ノイズの量を示す値として、前記波形等化手段が施した波形等化処
理に関するＭＥＲ（Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　Ｅｒｒｏｒ　Ｒａｔｉｏ）を算出する。
【０００８】
　また、本発明のデジタル復調装置の制御方法は、受信手段、及び、前記受信手段が受信
した受信信号に復調処理を施す復調手段を構成する複数の回路部品と、前記回路部品に電
力を供給する供給手段とを有するデジタル復調装置の制御方法であって、前記受信信号の
伝送経路上で発生したノイズによる誤差を補正する補正ステップと、前記補正ステップで
誤差を補正した後の信号に含まれる補正ノイズの量を示す値を算出する算出ステップと、
前記算出ステップで前記補正ノイズの量を示す値を算出した後の信号に誤り訂正処理を施
す誤り訂正ステップと、前記補正ノイズが所定の基準量以下になったことを前記算出ステ
ップの算出値が示した場合に、前記補正ノイズが前記所定の基準量以下になったことを、
当該算出値が示した後の所定の期間内に前記算出ステップで繰り返し算出した前記算出値
に基づいて、当該所定の期間における前記受信信号の受信状況が良好か否かを判定する判
定ステップと、前記受信状況が良好であると前記判定ステップで判定した場合に、前記供
給手段が前記回路部品に供給する電力を低減する低減ステップとを備えており、前記補正
ステップにおいて、前記受信信号列に含まれる各単位信号に波形等化処理を施し、前記算
出ステップにおいて、前記補正ノイズの量を示す値として、前記波形等化ステップで施し
た波形等化処理に関するＭＥＲ（Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　Ｅｒｒｏｒ　Ｒａｔｉｏ）を算
出する。
【０００９】
　本発明のデジタル復調装置及びその制御方法によると、補正ノイズの量が基準量以下に
なったと算出値が示しても、その後に所定の期間に亘って補正ノイズの量を示す値を複数
回算出し、その算出値に基づいて受信状況が良好か否かを判定する。したがって、一時的
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に受信状況が改善しただけでは受信状況が良好であると判定されないので、より適切に供
給電力を低減させることが可能である。また、受信状況が良好であると判定されると供給
電力が低減されるので、装置全体の消費電力が抑制される。また、波形等化がなされる場
合にはＭＥＲが簡易に算出されるので、算出手段が簡易な構成によって実現される。
【００１０】
　また、本発明においては、前記受信信号が、所定の長さを有する複数の単位信号が連な
った信号列からなり、前記補正手段が、前記信号列の伝送経路上で発生したノイズによる
誤差を前記単位信号ごとに補正し、前記算出手段が、複数の前記単位信号に関して、前期
受信信号を前記補正手段によって補正した信号に含まれる当該複数の単位信号に関する前
記補正ノイズの量を示す値の平均値を算出し、前記判定手段が、前記補正ノイズが前記所
定の基準量以下になったことを前記算出手段が算出した前記平均値が示した場合に、前記
補正ノイズが前記所定の基準量以下になったことを当該平均値が示した後の所定の期間内
に前記算出手段が繰り返し算出した前記平均値に基づいて、当該所定の期間における前記
受信信号の受信状況が良好か否かを判定することが好ましい。単位信号の長さに比べて短
期間に受信状況が変化する場合には、そのような短期間の変化に応じて供給電力を制御す
ると、頻繁に電力が変更されたり、状況の変化に制御が追随できなかったりするため、適
切な制御がなされない。上記の構成によると、単位信号ごとに補正される場合に、複数の
単位信号に関して補正ノイズの大きさを示す値の平均値が算出され、その平均値に基づい
て供給電力の制御がなされる。したがって、ある程度長期間に亘る受信状況の変化に応じ
て供給電力が制御されるため、適切に供給電力が制御される。なお、ここで平均値は、単
位信号あたりの平均であってもよいし、単位時間当たりの平均であってもよい。
【００１１】
　また、本発明においては、前記判定手段が、前記所定の期間内に前記算出手段が繰り返
し算出した前記平均値がいずれも前記補正ノイズが前記所定の基準量以下であることを示
した場合に、当該所定の期間における前記受信信号の受信状況が良好であると判定するこ
とが好ましい。この構成によると、一時的に受信状況が変化した場合には供給電力が変更
されず、補正ノイズの量が基準量以下であることを一定期間平均値が示して初めて供給電
力が変更される。したがって、より確実に適切な電力供給の制御がなされる。
【００１２】
　また、本発明の別の観点においては、受信手段、及び、前記受信手段が受信した受信信
号に復調処理を施す復調手段を構成する複数の回路部品と、前記回路部品に電力を供給す
る供給手段と、前記受信信号の伝送経路上で発生したノイズによる誤差を補正する補正手
段と、前記補正手段が誤差を補正した後の信号に含まれる補正ノイズの量を示す値を算出
する算出手段と、前記補正ノイズが所定の基準量以下になったことを前記算出手段が算出
した算出値が示した場合に、前記補正ノイズが前記所定の基準量以下になったことを当該
算出値が示した後の所定の期間内に前記算出手段が繰り返し算出した前記算出値に基づい
て、当該所定の期間における前記受信信号の受信状況が良好か否かを判定する判定手段と
、前記受信状況が良好であると前記判定手段が判定した場合に、前記供給手段が前記回路
部品に供給する電力を低減する低減手段とを備えており、前記判定手段が、前記所定の期
間内に前記算出手段が繰り返し算出した前記算出値全体の分散と前記補正ノイズが前記所
定の基準量以下であることを示す値との関係に基づいて、前記受信状況が良好であるか否
かを判定する。この構成によると、複数の算出値がどのように分布しているかに基づいて
適切に供給電力の制御がなされる。また、上記別の観点において、本発明のデジタル復調
装置の制御方法は、受信手段、及び、前記受信手段が受信した受信信号に復調処理を施す
復調手段を構成する複数の回路部品と、前記回路部品に電力を供給する供給手段とを有す
るデジタル復調装置の制御方法であって、前記受信信号の伝送経路上で発生したノイズに
よる誤差を補正する補正ステップと、前記補正ステップで誤差を補正した後の信号に含ま
れる補正ノイズの量を示す値を算出する算出ステップと、前記補正ノイズが所定の基準量
以下になったことを前記算出ステップの算出値が示した場合に、前記補正ノイズが前記所
定の基準量以下になったことを、当該算出値が示した後の所定の期間内に前記算出ステッ
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プで繰り返し算出した前記算出値に基づいて、当該所定の期間における前記受信信号の受
信状況が良好か否かを判定する判定ステップと、前記受信状況が良好であると前記判定ス
テップで判定した場合に、前記供給手段が前記回路部品に供給する電力を低減する低減ス
テップとを備えており、前記判定ステップにおいて、前記所定の期間内に前記算出ステッ
プで繰り返し算出した前記算出値全体の分散と前記補正ノイズが前記所定の基準量以下で
あることを示す値との関係に基づいて、前記受信状況が良好であるか否かを判定する。
【００１３】
　また、上記別の観点においては、前記補正手段が、前記受信信号列に含まれる各単位信
号に波形等化処理を施す波形等化手段を有しており、前記算出手段が、前記補正ノイズの
量を示す値として、前記波形等化手段が施した波形等化処理に関するＭＥＲ（Ｍｏｄｕｌ
ａｔｉｏｎ　Ｅｒｒｏｒ　Ｒａｔｉｏ）を算出することが好ましい。波形等化がなされる
場合にはＭＥＲが簡易に算出されるので、算出手段が簡易な構成によって実現される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
［第１の実施形態］
　以下は、本発明の好適な実施形態の一例である第１の実施形態についての説明である。
図１は、第１の実施形態に係る携帯通話装置１０００及び携帯通話装置１０００に設けら
れたデジタル復調装置１の全体の概略構成を示している。
【００１５】
　本実施形態の携帯通話装置１０００はデジタル復調装置１を有している。携帯通話装置
１０００がアンテナから受信した信号Ｓｒはデジタル復調装置１によって復調される。そ
して、デジタル復調装置１から出力された復調信号から文字や画像や音声やプログラムな
どのデータに係る情報が取り出され、これらの文字や画像や音声やプログラムなどのデー
タが再現される。これらの文字、画像等は、携帯通話装置１０００に設けられた図示され
ていないディスプレイやスピーカなどを通じて携帯通話装置１０００の使用者に提供され
る。なお、デジタル復調装置１は、携帯通話装置の他、デジタルＴＶ（Television）、無
線ＬＡＮ（Local Area Network）装置、無線ＬＡＮを搭載したＰＣ（Personal Computer
）等に採用されてもよい。
【００１６】
　デジタル復調装置１はチューナ１００、復調器２００及び制御部３００を有している。
チューナ１００は復調器２００と電気的に接続されている。また、チューナ１００は、ア
ンテナと電気的に接続されており、アンテナからの信号Ｓｒに選局処理を施す。つまり、
アンテナからの信号Ｓｒに含まれる複数のチャンネルから１つのチャンネルを選択的に受
信する。そして、選択的に受信したチャンネルに係る信号をＩＦ（Intermediate Frequen
cy：中間周波数）信号に変換し、復調器２００へと送信する。復調器２００はチューナ１
００から送信されるＩＦ信号を受信し、ＩＦ信号から復調信号、例えばいわゆるＴＳ（Tr
ansport Stream）信号を生成して出力する。
【００１７】
　なお、デジタル復調装置１は複数の回路部品から構成されている。下記において特に断
りがない限り、各回路部品は、それぞれ独立した機能を果たすように特化された回路素子
の集合であってもよいし、汎用のプロセッサ回路等と下記の各機能を果たすようにプロセ
ッサ回路などのハードウェアを機能させるプログラムとからなるものでもよい。後者の場
合には、ハードウェア及びプログラムが組み合わされることによって回路部品が構築され
る。
【００１８】
＜信号列＞
　以下は、携帯通話装置１０００が受信する信号列についての説明である。携帯通話装置
１０００が受信する信号列は、複数の搬送波によって搬送されたものである。以下におい
ては、本実施形態の一例として、携帯通話装置１０００が受信する信号列の伝送方式にＯ
ＦＤＭ（Orthogonal Frequency Division Multiplexing）方式が採用されているものが示
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されている。
【００１９】
　ＯＦＤＭ方式による信号は、規定の長さを有する多数のシンボルが連なった信号列から
なり、１つのシンボルには複数の単位信号が重なり合って含まれている。これらの単位信
号は、互いに異なる周波数の搬送波が所定のデータ長のデータに応じて変調されたもので
ある。また、各シンボルには、データが含まれている有効な部分以外に、ガードインター
バルが含まれている。ガードインターバルは、有効部分の後端の一部分と全く同じ信号の
成分を有しており、シンボルの先端に挿入されている。ガードインターバルは、信号列を
送信する送信局から携帯通話装置１０００までの伝送経路に発生する複数のマルチパス波
の影響を受信信号から取り除くために用いられる。なお、１つのシンボルに含まれる有効
部分の長さは有効シンボル長と呼ばれる。
【００２０】
　さらに、ＯＦＤＭ方式による信号には、複数のスキャッタードパイロット信号が含まれ
ている。ＯＦＤＭ方式による信号に含まれるスキャッタードパイロット信号は、信号列に
含まれる単位信号を時間方向及び周波数方向からなる平面に配置した場合に、周波数方向
及び時間方向のそれぞれに関して等間隔に配列される。また、スキャッタードパイロット
信号は、規定の符号法などで表される数列が所定の配置順で信号列内に挿入されたもので
ある。つまり、スキャッタードパイロット信号は、信号列内の所定の配置順にスキャッタ
ードパイロット信号が示す数値を取っていくと規定の符号法で表される数列が再現される
ように、信号列内に配置されている。
【００２１】
　この他、本実施形態において想定される信号列には、信号列に発生する誤りを訂正する
誤り訂正処理を施すためのインターリーブや各種の符号化が施されている。例えば、符号
化には、リードソロモン符号（以下、「ＲＳ符号」と呼称）やビタビ符号が用いられる。
また、インターリーブには、ビットインターリーブ、バイトインターリーブ及び時間イン
ターリーブや周波数インターリーブがある。これらは、伝送信号に含まれる信号に対応す
るデータを時間的に並べ替えたり周波数的に並べ替えたりするものである。各種の符号化
やインターリーブが施された信号列に、携帯通話装置１０００において後述の復号処理や
デインターリーブ処理が施されると、信号列に含まれる誤りが訂正され得る。
【００２２】
　なお、本実施形態において想定されている信号列は、例えば、日本の地上デジタル放送
に適用され得るものである。日本の地上デジタル放送に係る信号の伝送方式には、ＩＳＤ
Ｂ－Ｔ（Integrated Services Digital Broadcasting-Terrestrial）方式が採用されてい
る。
【００２３】
＜チューナ＞
　図２は、チューナ１００の構成を示すブロック図である。チューナ１００はＲＦアンプ
部１０１、ミキサ部１０２、ＶＣＯ・ＰＬＬ部１０３、フィルタ部１０４及びＩＦアンプ
部１０５を有している。チューナ１００に入力された信号Ｓｒは、ＲＦアンプ部１０１に
よって増幅されて、ミキサ部１０２へと出力される。一方、ＶＣＯ・ＰＬＬ部１０３は、
特定のチャンネルに相当する周波数に基づくミキシング信号を生成する（選局処理）。Ｖ
ＣＯ・ＰＬＬ部１０３が生成したミキシング信号はミキサ部１０２へと出力される。そし
て、ミキサ部１０２は、ＲＦアンプ部１０１からの出力信号ＳｒとＶＣＯ・ＰＬＬ部１０
３からのミキシング信号とから、ＩＦ周波数に応じたＩＦ信号Ｓｉを生成する。
【００２４】
　ミキサ部１０２が生成したＩＦ信号Ｓｉはフィルタ部１０４へと出力される。フィルタ
部１０４はミキサ部１０２からの出力信号Ｓｉから不要な信号成分を除去する。不要な信
号成分が除去された信号ＳｉはＩＦアンプ部１０５へと主力される。ＩＦアンプ部１０５
はフィルタ部１０４からの出力信号Ｓｉを増幅すると共に、増幅した信号Ｓｉを復調器２
００へと出力する。
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【００２５】
　チューナ１００はさらに、電力供給部１１０を有している。電力供給部１１０は、ＲＦ
アンプ部１０１、ミキサ部１０２、フィルタ部１０４及びＩＦアンプ部１０５のそれぞれ
に電力を供給する（供給手段）。ＲＦアンプ部１０１等は、電力供給部１１０からの供給
電力によって動作する。電力供給部１１０は、ＲＦアンプ部１０１等に供給する電力の大
きさを示す下記の表１のデータを記憶している。
【００２６】
　表１には、ＲＦアンプ部１０１～ＩＦアンプ部１０５に対応する複数の電流値を１セッ
トとする、ｎセットの電流値が含まれている。ここで、表１に含まれているＩｒ１～Ｉｒ
ｎ及びＩｍ１～Ｉｍｎ等の各電流値は、Ｉｒ１≧Ｉｒ２≧Ｉｒ３≧…≧Ｉｒｎ（＜Ｉｒ１
）、Ｉｍ１≧Ｉｍ２≧Ｉｍ３≧…≧Ｉｍｎ（＜Ｉｍ１）、…を満たすように設定されてい
る。つまり、表１の上の行から下の行に含まれている数値ほど段階的に小さくなるように
各電流値が設定されている。
【００２７】
　電力供給部１１０は、現在のセット番号を示す１～ｎのいずれかの数値を記憶している
。そして、表１を参照して、現在のセット番号に対応するセットの電流値の電流を、その
電流値に対応するＲＦアンプ部１０１～ＩＦアンプ部１０５の回路部品へと供給する。例
えば、現在のセット番号が３である場合には、ＲＦアンプ部１０１にはＩｒ３の大きさの
電流が、ミキサ部１０２にはＩｍ３の大きさの電流がそれぞれ供給される。また、電力供
給部１１０には、制御部３００から、現在のセット番号を新たなセット番号に更新するよ
う指示する信号が送信される。かかる信号が送信されると、電力供給部１１０は、現在の
セット番号を制御部３００からの信号が示す新たなセット番号に更新する。
【００２８】
【表１】

【００２９】
＜復調器＞
　以下は、復調器２００についての説明である。図３は復調器２００の構成を示すブロッ
ク図である。図３に示されているように、復調器２００は、下記に示されるＡＤＣ部２０
１等の複数の回路部品から構成されている。
【００３０】
　復調器２００は、ＡＤＣ部２０１、ＡＦＣ・シンボル同期部２０２、ＦＦＴ部２０３、
フレーム同期部２０４、波形等化部２０５（補正手段）及び誤り訂正部２０６（誤り訂正
手段）を有している。チューナ１００から出力されたＩＦ信号ＳｉはＡＤＣ部２０１に入
力される。ＡＤＣ部２０１は、アナログ信号である入力された信号Ｓｉをデジタル信号に
変換する共に、変換したデジタル信号をＡＦＣ・シンボル同期部２０２へと出力する。
【００３１】
　ＡＦＣ・シンボル同期部２０２は、ＡＤＣ部２０１からのデジタル信号に対してフィル
タ処理などを行う。そして、ＡＦＣ・シンボル同期部２０２は、後述のＦＦＴ部２０３に
よるフーリエ変換の開始点、つまり、シンボル同期点を決定してシンボル同期を取ると共
に、デジタル信号をＦＦＴ部２０３へと出力する。なお、ＡＦＣ・シンボル同期部２０２
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がシンボル同期点に係る情報を制御部３００へと送信したり、ＡＦＣ・シンボル同期部２
０２が、有効シンボル長を示すモードに係る情報を導出し、その情報を制御部３００へと
送信してもよい。
【００３２】
　なお、ＩＳＤＢ－Ｔ方式において、有効シンボル長を示すモードには、モード１（有効
シンボル長２５２μｓ）、モード２（有効シンボル長５０４μｓ）及びモード３（有効シ
ンボル長１００８μｓ）がある。シンボル同期点の決定においては、マルチパス波の影響
が最も少ない最適な受信が可能な点が同期点として設定される。このような同期点の決定
方法として、信号の相関を参照する方法や、スキャッタードパイロット信号などのパイロ
ット信号を用いて位相のずれを補正する方法等が用いられる。
【００３３】
　ＦＦＴ（Fast Fourier Transform）部２０３は、ＡＦＣ・シンボル同期部２０２からの
デジタル信号をフーリエ（時間－周波数）変換する。このフーリエ変換には、いわゆる高
速フーリエ変換（ＦＦＴ）が一般的に用いられる。ＦＦＴ部２０３は、フーリエ変換を施
したデジタル信号をフレーム同期部２０４へと順次出力する。
【００３４】
　フレーム同期部２０４は、ＦＦＴ部２０３から送られたデジタル信号におけるフレーム
単位での同期をとる。１フレームは例えば２０４のシンボルからなり、１フレームの信号
から１まとまりのＴＭＣＣ情報が取得される。フレーム同期部２０４によって同期が取ら
れたデジタル信号は波形等化部２０５へと出力する。
【００３５】
　波形等化部２０５は、デジタル信号に含まれるスキャッタードパイロット信号に基づき
、フレーム同期部２０４によって同期が取られたデジタル信号に波形等化処理を施す（波
形等化手段）。波形等化処理は、単位信号に生じたコンスタレーションの基準値からのず
れを補正する、信号の補正処理の一種である。このようなコンスタレーションの基準値か
らのずれは主に、信号の伝送経路上で発生するノイズに起因して発生する。
【００３６】
　波形等化処理は以下のような手順でなされる。まず、波形等化部２０５は、フレーム同
期部２０４からの信号列からスキャッタードパイロット信号を抽出する。一方で、波形等
化部２０５は、スキャッタードパイロット信号に用いられている規定の符号法に基づく数
列を示す信号を、基準信号として順に生成する。そして、生成した基準信号で抽出したス
キャッタードパイロット信号を除算する。
【００３７】
　次に、波形等化部２０５は、上記の除算結果を時間方向及び周波数方向の両方向に関し
て補間する。かかる補間には、線形補間や最尤法などが用いられる。そして、波形等化部
２０５は、フレーム同期部２０４からの信号列に含まれる各単位信号を、補間した数値で
除算する。これによって、信号列に波形等化処理が施される。波形等化処理が施された単
位信号は、所定のデータ長を有する各データにデマップされる。デマップされた結果は、
誤り訂正部２０６へと出力される。
【００３８】
　一方で、波形等化部２０５は、信号列をデマップした際に、波形等化処理が施された信
号列のコンスタレーションとコンスタレーションの基準値との差、つまり、ＭＥＲ（Modu
lation Error Ratio）を、単位信号ごとに計測する。ＭＥＲは受信信号のコンスタレーシ
ョンに関する誤差を示している。なお、本実施形態においてＭＥＲは、その値が大きいほ
ど受信信号の強度に対してノイズの量が小さいことを示すように算出されている。波形等
化部２０５が計測した単位信号ごとのＭＥＲ計測値は、波形等化処理が施された順に制御
部３００へと出力される。
【００３９】
　誤り訂正部２０６は波形等化部２０５からの信号に誤り訂正処理を施す。誤り訂正処理
は、送信元において信号に施されたインターリーブ及び符号化に対応するデインターリー
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ブ処理及び復号処理からなる。種々のインターリーブが施されたデジタル信号が、デイン
ターリーブ処理によりインターリーブ前のデジタル信号に戻されると共に、符号化が施さ
れたデジタル信号が、復号処理により符号化前のデジタル信号に戻される。これによって
、伝送経路において信号に含まれることとなった各種の誤りが訂正される。また、誤り訂
正部２０６は、デジタル信号に誤り訂正処理を施した際の誤りの訂正量を計測し、ＢＥＲ
（Ｂｉｔ　Ｅｒｒｏｒ　Ｒａｔｅ；ビット誤り率）を算出してもよい。そして、算出され
たＢＥＲが、制御部３００へと出力されてもよい。
【００４０】
　以上のように復調器２００によって復調処理が施されたデジタル信号がＴＳ信号として
復調器２００から出力される。
【００４１】
＜制御部＞
　図４は、制御部３００の構成を示すブロック図である。制御部３００は、プロセッサ回
路や記憶装置などのハードウェアと、セット番号記憶部３０１、平均値算出部３０２、受
信状況判定部３０３及びセット番号設定部３０４としてそのハードウェアを機能させる、
プログラム及び各種データを含むソフトウェアとを有している。
【００４２】
　セット番号記憶部３０１は、１～ｎのいずれかの自然数を示すデータを記憶している。
かかる自然数は、上記表１の電流値のセットのうち、現在のセット番号に対応している。
平均値算出部３０２は、復調器２００から送信されたＭＥＲ計測値を示すデータに基づい
て、ＭＥＲの平均値を算出する（算出手段）。平均値は、所定の数の単位信号に波形等化
処理を施したときに計測される複数のＭＥＲ計測値の単位信号当たりの平均値である。受
信状況判定部３０３は、平均値算出部３０２が算出した平均値に基づいて、現在の信号の
受信状況が良好か否かを判定する（判定手段）。セット番号設定部は、受信状況判定部３
０３の判定結果に基づいてセット番号を決定し、そのセット番号を示すデータをチューナ
１００へと送信すると共に、セット番号記憶部３０１にセット番号を示すデータを記憶さ
せる。
【００４３】
　図５は、制御部３００の各機能部が実行する処理を示すフローチャートである。図５の
処理は、制御部３００による電力供給制御を実行させるための条件が満たされた場合に実
行される。例えば、携帯通話装置１０００によって特定の放送の受信が開始されたタイミ
ングで実行される。
【００４４】
　まず、制御部３００は、セット番号記憶部３０１にデフォルトのセット番号をセットす
ると共に、チューナ１００へとセット番号を１に設定するよう指示する信号を送信する（
Ｓ１）。デフォルトのセット番号は１である。つまり、表１に示されるセットのうち、最
も電流値が大きいセットがデフォルトである。
【００４５】
　次に、制御部３００は、一定時間待機する（Ｓ２）。そして、平均値算出部３０２がＭ
ＥＲの平均値を算出する（Ｓ３）。平均値は、例えば復調器２００から連続して送信され
る所定の数のＭＥＲ計測値を足し合わせ、その数で割ることにより算出される。
【００４６】
　次に、受信状況判定部３０３は、平均値算出部３０２がＳ３において算出したＭＥＲ平
均値が所定の減少閾値以上であるか否かを判定する（Ｓ４）。ここで、ＭＥＲ平均値が減
少閾値に達していることは、受信信号に含まれるノイズの量が受信信号の強度に対してあ
る基準量に達していることを示している。そしてこの基準量は、復調器２００において受
信信号を正確に復調するためのノイズの量の限界より十分に小さく設定されていることが
好ましい。なんとなれば、このように基準量が設定されているということは、ＭＥＲ平均
値が減少閾値を超えている場合には、正確な復調が不可能となる限界量よりもノイズが十
分に小さく、チューナ１００において供給電力をより小さいものに変更しても復調に問題
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が生じないこととなるからである。
【００４７】
　ＭＥＲ平均値が減少閾値以上であると判定した場合（Ｓ４、ＹＥＳ）には、受信状況判
定部３０３は、ＭＥＲ平均値が減少閾値以上になるのが所定の回数だけ、例えば５回連続
したか否かを判定する（Ｓ９）。ＭＥＲ平均値が減少閾値以上になるのが所定の回数だけ
連続していないと受信状況判定部３０３が判定した場合（Ｓ９、ＮＯ）には、制御部３０
０は、Ｓ２からの処理を実行する。ＭＥＲ平均値が減少閾値以上になるのが所定の回数だ
け連続したと受信状況判定部３０３が判定した場合（Ｓ９、ＹＥＳ）には、制御部３００
は、電流値減少処理を実行し（Ｓ１０）、その後Ｓ７の処理を実行する。
【００４８】
　つまり受信状況判定部３０３は、Ｓ２～Ｓ４及びＳ９の一連の処理においてＭＥＲ平均
値が所定の減少閾値以上になったと判定した場合に、すぐには受信状況が良好になったと
判定せずに、ＭＥＲ平均値を複数回に亘って算出する。そして、算出したＭＥＲ平均値が
減少閾値以上になるのが所定の回数だけ連続した場合に初めて受信状況が良好になったも
のと判定し、電流減少処理が実行される。つまり、一旦ＭＥＲ平均値が減少閾値以上にな
った後、所定の期間内で良好な受信状況が安定して持続した場合にのみ、受信状況が良好
になったものと判定される。
【００４９】
　Ｓ４においてＭＥＲ平均値が減少閾値未満であると判定した場合（Ｓ４、ＮＯ）には、
受信状況判定部３０３は、ＭＥＲ平均値が減少閾値より小さい所定のリセット閾値以下で
あるか否かを判定する（Ｓ５）。ＭＥＲ平均値がリセット閾値以下であると受信状況判定
部３０３が判定した場合（Ｓ５、ＹＥＳ）には、制御部３００は、電流値リセット処理を
実行し（Ｓ１１）、その後Ｓ７の処理を実行する。ＭＥＲ平均値がリセット閾値を超えて
いると判定した場合（Ｓ５、ＮＯ）には、受信状況判定部３０３は、ＭＥＲ平均値がリセ
ット値より大きく減少閾値未満の所定の増加閾値以下であるか否かを判定する（Ｓ６）。
ＭＥＲ平均値が増加閾値以下であると受信状況判定部３０３が判定した場合（Ｓ６、ＹＥ
Ｓ）には、制御部３００は、電流増加処理を実行し（Ｓ１２）、その後Ｓ７の処理を実行
する。ＭＥＲ平均値が増加閾値を超えていると受信状況判定部３０３が判定した場合（Ｓ
６、ＮＯ）には、制御部３００はＳ７の処理を実行する。
【００５０】
　Ｓ７において制御部３００は、一連の供給電力制御を終了するべきか否かを判定する（
Ｓ７）。例えば特定の放送を受信するのを終了した場合など、一連の供給電力制御を終了
する条件が満たされたと判定した場合（Ｓ７、ＹＥＳ）には、制御部３００は、電流セッ
ト番号をデフォルト値である１に設定してセット番号記憶部３０１に記憶させると共に、
チューナ１００へとセット番号を１に設定するよう指示する信号を送信する（Ｓ８）。そ
して、一連の処理を終了する。Ｓ７において一連の供給電力制御を継続するべきと判定し
た場合（Ｓ８、ＮＯ）には、制御部３００は、Ｓ２からの処理を実行する。
【００５１】
　図６（ａ）～図６（ｃ）は、図５の処理において実行される、電流値減少処理、電流値
リセット処理及び電流値増加処理のフローチャートをそれぞれ示している。電流値減少処
理が実行されると、セット番号設定部３０４は、まずセット番号記憶部３０１が記憶して
いる現在のセット番号がｎ未満であるか否かを判定する（Ｓ２０）。セット番号がｎ以上
であるとセット番号設定部３０４が判定した場合（Ｓ２０、ＮＯ）には、電流値減少処理
が終了する。セット番号がｎ未満であると判定した場合（Ｓ２０、ＹＥＳ）には、セット
番号設定部３０４は、セット番号記憶部３０１にセット番号を１増加して記憶させると共
に、かかる１増加したセット番号に現在のセット番号を更新するように指示する信号をチ
ューナ１００へと送信する（Ｓ２１）。これによって、チューナ１００において供給され
る全体の電力が低減される。そして、電流値減少処理が終了する。
【００５２】
　電流値リセット処理が実行されると、セット番号設定部３０４は、まずセット番号記憶
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部３０１が記憶している現在のセット番号が１を超えているか否かを判定する（Ｓ２５）
。セット番号が１を超えていないとセット番号設定部３０４が判定した場合（Ｓ２５、Ｎ
Ｏ）には、電流値リセット処理が終了する。セット番号が１を超えていると判定した場合
（Ｓ２５、ＹＥＳ）には、セット番号設定部３０４は、セット番号記憶部３０１にデフォ
ルト値１を記憶させると共に、セット番号を１に更新するように指示する信号をチューナ
１００へと送信する（Ｓ２６）。そして、電流値リセット処理が終了する。
【００５３】
　電流値増加処理が実行されると、セット番号設定部３０４は、まずセット番号記憶部３
０１が記憶している現在のセット番号が１を超えているか否かを判定する（Ｓ３０）。セ
ット番号が１を超えていないとセット番号設定部３０４が判定した場合（Ｓ３０、ＮＯ）
には、電流値増加処理が終了する。セット番号が１を超えていると判定した場合（Ｓ３０
、ＹＥＳ）には、セット番号設定部３０４は、セット番号記憶部３０１にセット番号を１
減少して記憶させると共に、かかる１減少したセット番号に現在のセット番号を更新する
ように指示する信号をチューナ１００へと送信する（Ｓ３１）。これによって、チューナ
１００において供給される全体の電力が増加される。そして、電流値増加処理が終了する
。
【００５４】
＜本実施形態の効果＞
　以上のように本実施形態によると、ＭＥＲ平均値が１回だけ減少閾値以上になってもす
ぐには受信状況が良好になったとは判定せず、ＭＥＲ平均値が所定の回数だけ減少閾値以
上になったことをもって初めて受信状況が良好になったものとして、供給電力を低減する
。つまり、所定の期間内でＭＥＲ平均値が安定して持続したと判定された場合に初めて受
信状況が良好になったものと判定される。したがって、一時的にＭＥＲ平均値が減少閾値
以上になっただけの場合であってもすぐには供給電力を変更しないので、電力供給が安定
になされると共に、受信状況が良好になった場合には供給電力が低減されるので、携帯通
話装置１０００全体の消費電力が抑制される。
【００５５】
　また、ＭＥＲ平均値が減少閾値より小さい増加閾値以下になった場合には供給電力を増
加する処理が実行される。したがって、一旦低減された供給電力が受信状況の悪化に伴っ
て増加されるので、受信信号の正確な復調が確保される。さらに、ＭＥＲ平均値が増加閾
値より小さいリセット閾値以下になると、最も大きい電流値のセットであるデフォルトの
セット値１に供給電流の大きさが設定される。したがって、受信状況が急激に悪化した場
合に適切に対応した供給電力の制御がなされる。
【００５６】
［第２の実施形態］
　以下は第２の実施形態に係る説明である。第２の実施形態において第１の実施形態と異
なるのは、受信状況判定部３０３が受信状況を良好と判定する際の判定方法である。図７
は、第２の実施形態において制御部３００が実行する処理を示す、第１の実施形態の図５
に対応するフローチャートである。図７において、図５の処理と同じ内容の処理には同じ
ステップ番号（「Ｓ１」など）が付されている。また下記において、第１の実施形態と同
じ構成や処理に係る説明は省略されている。
【００５７】
　図７において図５と異なるのは、Ｓ１０１～Ｓ１０３である。Ｓ４においてＭＥＲ平均
値が減少閾値以上であると受信状況判定部３０３が判定する（Ｓ４、ＹＥＳ）と、平均値
算出部３０２は復調器２００から送信されるＭＥＲの値を１つずつ記憶する（Ｓ１０１）
。そして、所定の個数だけＭＥＲ値を記憶したと判定するまで、ＭＥＲ値の蓄積を繰り返
す（Ｓ１０２、ＮＯ及びＳ１０１）。所定の個数だけＭＥＲ値を蓄積する（Ｓ１０２、Ｙ
ＥＳ）と、平均値算出部３０２は、蓄積したＭＥＲ値の平均を算出すると共に、その分散
を算出する。そして、受信状況判定部３０３は、平均値算出部３０２が算出したＭＥＲ値
の分散に基づいて、受信状況が良好か否かを判定する（Ｓ１０３）。
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【００５８】
　具体的には、受信状況判定部３０３は、ＭＥＲ値の分散を算出すると共に、その分散に
基づいてＭＥＲの分布を推定する。例えばＭＥＲ値の分布が正規分布であると推定し、そ
の正規分布のうち減少閾値を超える部分が全体の分布に対してどのくらいの割合になるか
を、平均値算出部３０２が算出した分散に基づいて算出する。そして、その割合が所定の
割合以上である場合には受信状況が良好であると判定し（Ｓ１０３、ＹＥＳ）、所定の割
合未満である場合には受信状況が良好でないと判定する（Ｓ１０３、ＮＯ）。受信状況が
良好と受信状況判定部３０３が判定した場合には、制御部３００はＳ１０の電流減少処理
を実行し、受信状況が良好でないと受信状況判定部３０３が判定した場合には、制御部３
００はＳ２からの処理を実行する。
【００５９】
　つまり、第２の実施形態においては、ＭＥＲ平均値が減少閾値以上になったことが確認
されると、その後の所定の期間内で複数個（例えば５００個）のＭＥＲ値が蓄積される。
そして、そのＭＥＲ値の分散からＭＥＲ値の分布を推定し、その分布のうち減少閾値以上
の部分の割合が所定の割合以上であるか否かに応じて、受信状況が良好か否かを判定する
。例えば、統計的に正規分布を仮定した場合、平均値μ、分散σ２の時、ＭＥＲ値の分布
の内、９５．４％がμ±２σの範囲に入ることから、μ±２σを閾値として受信状態の良
否を判定する。したがって、ＭＥＲ値がどのように分布しているかに基づいて、受信状況
が良好か否かが適切に把握され得る。
【００６０】
＜その他の変形例＞
　以上は、本発明の好適な実施形態についての説明であるが、本発明は上述の実施形態に
限られるものではなく、課題を解決するための手段に記載された内容の限りにおいて様々
な変更が可能なものである。
【００６１】
　例えば、上述の実施形態においては、チューナ１００の各回路部品に供給される電流が
制御されているが、電圧が制御されてもよい。
【００６２】
　また、図５のＳ９において、所定の回数だけＭＥＲ平均値を算出した後に、減少閾値を
超えるＭＥＲ平均値が所定の割合を超えた場合に受信状況が良好であると判定されてもよ
い。
　あるいは、図５のＳ９において、時間的に幾つかの区間を設定し、所定の回数だけＭＥ
Ｒ平均値と分散を算出した後に、全ての区間において、μ±２σの値が所定の値を超えた
場合に受信状況が良好であると判定されてもよい。あるいは、図７のＳ１０３において、
蓄積されたＭＥＲ値のうち減少閾値以上のものの全体の個数に対する割合が所定の割合を
超えた場合に受信状況が良好であると判定されてもよい。
【００６３】
　また、上述の実施形態においては、波形等化部２０５において測定されるＭＥＲに基づ
いて受信状況が良好か否かが判定されている。しかし、誤り訂正部２０６において誤り訂
正処理が実行された際にＢＥＲが算出され、かかるＢＥＲに基づいて受信状況が良好か否
かが判定されてもよい。誤り訂正処理も、波形等化処理と同様に、受信信号を正確に復調
するためになされる補正処理の一つである。
【００６４】
　なお、本実施形態は、文字、画像、プログラムなどのデータ、及び音声の少なくとも１
つの再現処理を行うデジタルテレビジョン等の様々なデジタル受信装置に採用され得る。
このようなデジタル受信装置は、復調処理が施された信号列から文字、画像、プログラム
などのデータ、音声等に係る情報を取得し、これらの文字等の再現処理を行う。この構成
によると、適切に復調処理が施された信号列から文字等の再現処理がなされるため、再現
処理の精度が向上する。
【図面の簡単な説明】
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【００６５】
【図１】本発明の一実施形態である第１の実施形態に係る携帯通話装置の外観を示す概略
図及びその概略構成を示すブロック図である。
【図２】図１のチューナの構成を示すブロック図である。
【図３】図１の復調器の構成を示すブロック図である。
【図４】図１の制御部の構成を示すブロック図である。
【図５】図４の制御部が実行する処理を示すフローチャートである。
【図６】図５の処理において呼び出されるサブルーチンのフローチャートである。
【図７】本発明の第２の実施形態に係るフローチャートである。
【符号の説明】
【００６６】
１　　　デジタル復調装置
１００　チューナ
１１０　電力供給部
２００　復調器
２０５　波形等化部
３００　制御部
３０１　セット番号記憶部
３０２　平均値算出部
３０３　受信状況判定部
３０４　セット番号設定部
１０００　携帯通話装置
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【図５】 【図６】
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